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１. 19年3月期の連結業績（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 19年 3月 31日）
(1)連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 19年 3月期 19,548 11.0 2,893 23.9 2,986 23.2 1,713 17.6
 18年 3月期 17,612 10.8 2,336 17.8 2,424 20.4 1,456 31.5

  

円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

 19年 3月期 105.86 10.8 13.4 14.8
 18年 3月期 88.38 10.1 12.0 13.3
(参考)持分法投資損益　　　 　　19年  3月期　△1百万円  　 18年  3月期         7 百万円

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

 19年 3月期 22,863 16,557 72.3 1,020.88
 18年 3月期 21,778 15,206 69.8 937.90

(参考）自己資本　　19年3月期　16,522百万円　18年3月期　15,206百万円

(3)連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

 19年 3月期 1,351 △ 670 △ 392 7,559

 18年 3月期 1,894 △ 67 △ 369 7,244

２．配当の状況

１株当たり配当金

円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

18年  3月期 8.00 12.00 20.00 323 22.6 2.2
19年  3月期 12.00 12.00 24.00 388 22.7 2.5

15.00 （注） 20.00 （注） 35.00 - 28.8 -

（注）記念配当5円を含む。

３. 20年 3月期の連結業績予想（ 平成 19年 4月 1日  ～  平成 20年 3月 31日 ）
（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円　　銭

 中間期 11,560 4.6 1,750 4.7 1,797 5.6 1,074 6.9 66.36
 通   期 21,000 7.4 3,190 10.2 3,268 9.4 1,968 14.9 121.59
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４．その他
 (1)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　   無

（2）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる
　　　重要な事項の変更に記載されるもの）
①　会計基準等の改正に伴う変更　 有
②　①以外の変更　 無
（注）詳細は、13ページ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

（3）発行済株式数（普通株式）
①期末発行済株式数（自己株式を含む）　　19年3月期　16,199,121株　  18年3月期　　16,199,121株
②期末自己株式数　　　　　　　　　　　　　  　19年3月期　　　 14,533 株　  18年3月期　　　　13,209 株
(注）1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、16ページ 「1株当たり情報」をご覧ください。

(参考)個別業績の概要

１. 19年 3月期の個別業績（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 19年3月 31日）
(1)個別経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 19年 3月期 17,678 9.2 2,534 27.0 2,664 29.0 1,549 24.5
 18年 3月期 16,190 9.6 1,995 13.7 2,065 13.9 1,244 20.9

  

円　　銭 円　　銭

 19年 3月期 95.75
 18年 3月期 75.29

(2)個別財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

 19年 3月期 21,818 15,757 72.2 973.58
 18年 3月期 20,984 14,669 69.9 904.69

(参考）　自己資本　　19年3月期　　15,757百万円　　18年3月期　　14,669百万円

２. 20年 3月期の個別業績予想（ 平成 19年 4月 1日  ～  平成 20年 3月 31日 ）
（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円　　銭

 中間期 10,560 7.1 1,540 7.3 1,590 6.8 940 4.4 58.08
 通   期 19,000 7.5 2,770 9.3 2,900 8.8 1,737 12.1 107.32

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後さまざまな要因によって異なる結果となる
可能性があります。
業績予想の前提となる仮定等については、４ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析②次期の見通し」をご覧ください。
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１． 経営成績 
 

（１） 経営成績に関する分析 

①当期業績の概要 

当期におけるわが国経済は、原油や素材価格の高止まりがありましたものの、企業部門の収益改善を

背景に民間設備投資が引続き活発であり、景気は着実に回復してまいりました。また、世界経済につき

ましても、中国経済の高成長が続き、米国・欧州も堅調に推移してまいりました。 

当社の関連する業界におきましては、前半は国内外での設備投資需要の拡大が続き、射出成形機をは

じめとするプラスチック加工機の生産高は前年同期比 2 桁増と好調でしたが、後半は一転して前年割れ

が続きました。 

このような情勢の中で、当社は主力製品群の大幅なモデルチェンジを行うとともに、引き続きライン

ナップの充実に努め、また、本社第 6工場の建設などによる生産能力の拡大に注力いたしました。 

この結果、汎用機では主力製品の横走行型取出ロボットが、特注機では光ディスク用後工程装置など

の上半期の好調がそれぞれ寄与し、通期でも前期に引続き過去最高の連結売上高 19,548 百万円（前期

比 11.0％増）を計上することができました。利益面につきましては、上半期は汎用機の数量効果が寄

与し、下半期は主力製品群の新機種効果が寄与しましたので経常利益は前期比 23.2％増の 2,986 百万

円となり、売上高経常利益率は前期比 1.5 ポイント改善されて 15.3％となり目標としております 15％

を達成することができました。また、当期純利益は 1,713 百万円と前期比 17.6％増加いたしました。 

 

製品別売上状況 

（取出ロボット） 

主力製品の横走行型取出ロボットが自動車部品や携帯電話等の電子部品向けに好調でありましたので、

前期比 329 百万円増（3.1％増）の 10,811 百万円となりました。特にアジア地域向けが大きく伸びまし

た。 

（ストック装置） 

汎用型ストッカー、コンベヤ共に減少し、前期比 60 百万円減（9.2％減）の 594 百万円となりました。 

（特注機） 

光ディスク用後工程装置が好調でありましたので、前期比 741 百万円増（29.4％増）の 3,265 百万円

となりました。 

（付属機器等及び部品・保守修理サービス） 

付属機器等も部品・保守修理サービスも共に好調で、付属機器等は前期比 779 百万円増（27.0％増）

の 3,667 百万円、部品・保守修理サービスは前期比 144 百万円増（13.6％増）の 1,209 百万円となりま

した。 
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所在地別セグメントの状況 

 
日本においては、当社単独決算で主力の横走行型取出ロボット及び特注機が好調であったため、売上

高は前期比9.2％増の17,678百万円となり、営業利益は前期比27.0％増の2,534百万円となりました。 

北米地域においては、米国子会社の売上高は前期比8.6％増の2,627 百万円となり、採算面も改善し

て営業利益は前期比18.7％増の160百万円となりました。 

アジア地域においては、各子会社が概ね順調に業容を拡大することができましたので、売上高は前期

比10.4％増の1,592百万円となり、営業利益は前期並みの195百万円となりました。 

欧州地域については、スロバキア子会社がまだ軌道に乗るまでに至っていないこと、また英国子会社

も前期のような大口取引がなかったため、売上高は前年同期比17.8％減の 256百万円となりましたが、

英国子会社の採算が改善しましたので営業利益は前期比6.6％増の13百万円となりました。 

 

 

②次期の見通し 

当社を取巻く外部環境につきましては、原油や素材価格の高止まりや為替相場の動向などが懸念され

ますものの、中国、インド及び東欧等の経済成長期待から世界的に設備投資需要は総じて底堅く推移す

るものと予想されます。 

このような環境のなか当社といたしましては、営業面では準備中のインド現地法人を早々に立上げる

とともに、スロバキア現地法人の要員強化も進めて営業展開力を充実し、生産面では前期末から稼動し

た本社第６工場を有効に活用して、生産効率を高めてまいります。 

現時点での2007年度の業績見通しは次のとおりであります。 

（連結業績） 

売 上 高  21,000百万円（前期比 7.4％増） 

営 業 利 益   3,190百万円（前期比10.2％増） 

経 常 利 益    3,268百万円（前期比 9.4％増） 

当期純利益     1,968百万円（前期比14.9％増） 

 

 

（２） 財政状態の分析 

資産、負債、純資産の状況について 

総資産は前期末より1,085百万円増加して22,863百万円となりました。流動資産では、現金及び預

金は314百万円増加し、売上債権は下半期の売上高が伸びなかったことにより284百万円減少しました。

また、受注残の増加に伴う仕掛品の増加によりたな卸資産が610百万円増加し流動資産は715百万円増

加しました。固定資産では、本社第6工場の建設により建物及び構築物が376百万円増加しました。 

負債合計は前期末より247百万円減少しました。流動負債では未払法人税等の増加がありましたが、

仕入債務、未払金及び製品保証引当金等が減少しましたので前期末より160百万円減少し、固定負債

は繰延税金負債の減少により前期末より86百万円減少しました。 

純資産につきましては、前期の利益処分と当期の利益計上による利益剰余金の増加などにより、純

資産合計は前期末に比べ1,332百万円増加して16,557百万円となりました。 
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キャッシュ・フローの状況について 

現金及び現金同等物の期末残高は前期末より314百万円増加して7,559百万円となりました。その要

因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前当期純利益は3,002百万円（前期比615百万円増）でしたが、たな卸資産の増加額が588

百万円と大きく、法人税等の支払額1,167百万円（前期比546百万円増）もあり、営業活動による

キャッシュ・フローは1,351百万円の収入超過（前期は1,894百万円の収入超過）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

有形固定資産の取得による支出509百万円及び無形固定資産の取得による支出125百万円がありまし

たので、投資活動によるキャッシュ・フローは670百万円の支出超過（前期は67百万円の支出超過）と

なりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

配当金の支払額が388百万円と前期比64百万円増加しましたので、財務活動によるキャッシュ・フ

ローは392百万円の支出超過（前期は369百万円の支出超過）となりました。 

（参考）キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 平成 15 年３月期 平成 16 年３月期 平成 17 年３月期 平成 18 年３月期 平成 19 年３月期

自己資本比率（％） 70.2 70.3 74.5 69.8 72.3 

時価ベースの 

自己資本比率(％) 
133.7 224.1 159.9 173.2 142.3 

債務償還年数（年） － 0.1 0.0 － － 

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ 
25,180.1 1,472,415.8 115,644.4 64,713.6 142,908.9 

（注） １． 自己資本比率 ：自己資本／総資産 

      時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産 

      債務償還年数 ：有利子負債／キャッシュ・フロー 

      インタレスト・カバレッジ・レシオ ：キャッシュ・フロー／利払い 

２． いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

３． 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

４． キャッシュ・フローは営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。 

５． 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。 

 

 

（３）会社の利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つと考え事業経営にあたっております。 

このため、安定的な経営基盤の確保と株主資本利益率の向上に努めるとともに、各期の業績等を勘案

して株式分割や配当により、積極的に利益還元を行うことを基本方針とし、具体的には数年内に配当性

向を 30％程度にすることを当面の目標にしてまいります。 

当期につきましては、中間配当は前期より４円増配の 1株当たり 12 円を実施し、期末配当は前期と同

額の 1株当たり 12 円を行いますので、年間配当は 1株当たり 24 円となります。 

次期につきましては、上記の方針にしたがい、普通配当は中間配当及び期末配当をそれぞれ 3 円増配

して 15 円とし、あわせて期末配当時に設立 35 周年記念配当 5 円を行い、年間配当は 1 株当たり 35 円

とする予定であります。 
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２．企業集団の状況 
 

最近の有価証券報告書（平成 18年 6月 30日提出）における「事業系統図」及び「関係会社の状況」か

ら重要な変更がないため開示を省略しております。 

 

３．経営方針 
 

（１） 会社の経営の基本方針  

当社は、プラスチック成形産業において、取出ロボットを中心に顧客の生産の合理化を図るための

革新的技術の創造を通じて、広く社会に貢献することを基本理念としております。また、顧客、株主、

取引先などすべての利害関係者の信頼と期待に応えるよう業務に取り組んでまいります。 

（２）目標とする経営指標  

平成 23 年 3月期（2011 年 3 月期）には連結売上高 300 億円、連結経常利益 50 億円を達成するこ

とを目標にし、収益性指標としては売上高経常利益率 15％以上を目指しております。 

（３）中長期的な経営戦略 

当社は、顧客ニーズに対応し品質・性能優位性により差異化された製品をスピーディーに開発して、

グローバル市場に向けての営業展開をより一層積極的に行い、取出ロボット業界におけるリーディン

グカンパニーとしてさらなる発展を目指してまいります。 

このための商品戦略として、 

① 取出ロボットについて、普及機から高機能機まで、また、小型機から大型機までのラインナッ

プを充実するとともに、大量消費型成形品の最適生産をサポートする専用機群の強化・充実を

図っていくことで幅広い顧客層のニーズに応えてまいります。なかでも、裾野の広い自動車産

業への浸透を優先課題として取り組み、自動車産業で使用される取出ロボットの世界ナンバー

ワンを目指します。 

② 技術的シナジーのある新しい領域への事業展開を推進してまいります。 

市場戦略として、 

① 国内、北米、アジア及びヨーロッパに一通りの営業・サービス拠点網を展開してまいりました

が引続きインド、東欧、ブラジル等、今後の発展が期待されている地域への拠点網の拡大・強

化を図り、顧客の世界購買に対応できるようグローバルな事業展開を行ってまいります。 

② 新しい領域への事業展開については販売面でのシナジーを発揮できるところから行ってまい

ります。 

 

（４）会社の対処すべき課題 

既存事業領域では価格競争力を含む商品力の強化とさらなるグローバル展開力の強化が課題であり

ます。新規事業領域では、複数の事業の柱を樹立すべく技術的シナジーや販売シナジーを発揮できる

事業分野や新製品を生み出すことが課題であります。 

 
（５）その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。 
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４.連結財務諸表等 
（１）連結貸借対照表 （単位：千円） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日現在）

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

増  減 
（△減少） 

期別 
 

科目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

（資産の部） ％ ％ 

Ⅰ 流動資産  

現金及び預金 7,244,287 7,559,035  314,747

受取手形及び売掛金 6,472,303 6,188,131  △284,172

たな卸資産 3,117,230 3,727,409  610,179

繰延税金資産 327,188 327,742  553

その他 100,418 155,912  55,494

貸倒引当金 △35,272 △16,283  18,989

流動資産合計 17,226,156 79.1 17,941,948 78.5 715,792

Ⅱ 固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物 968,815 1,345,278  376,463

機械装置及び運搬具 77,918 92,255  14,337

土地 2,013,997 2,014,424  426

その他 211,400 218,208  6,808

有形固定資産合計 3,272,131 15.0 3,670,167 16.0 398,035

無形固定資産 311,798 1.4 271,335 1.2 △40,462

投資その他の資産  

投資有価証券 635,040 562,700  △72,339

その他 341,569 418,271  76,701

貸倒引当金 △8,557 △1,095  7,462

投資その他の資産合計 968,052 4.5 979,876 4.3 11,824

固定資産合計 4,551,982 20.9 4,921,379 21.5 369,397

資産合計 21,778,138 100.0 22,863,327 100.0 1,085,189

 



 8

  

 （単位：千円） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日現在）

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

増  減 
（△減少） 

期別 
 

科目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

（負債の部） ％ ％ 

Ⅰ 流動負債  

支払手形及び買掛金 4,337,338 4,176,912  △160,425

未払金 488,644 357,841  △130,802

未払法人税等 625,990 799,777  173,787

賞与引当金 161,000 191,000  30,000

役員賞与引当金 － 35,000  35,000

製品保証引当金 176,000 128,000  △48,000

その他 430,535 370,405  △60,129

流動負債合計 6,219,509 28.6 6,058,938 26.5 △160,570

Ⅱ 固定負債  

繰延税金負債 211,226 129,132  △82,093

役員退職給与引当金 108,478 100,132  △8,345

その他 13,521 17,455  3,934

固定負債合計 333,226 1.5 246,720 1.1 △86,505

負債合計 6,552,735 30.1 6,305,658 27.6 △247,076

（少数株主持分）  

少数株主持分 18,682 0.1 － － －

  
（資本の部）  

Ⅰ 資本金 1,985,666 9.1 － － －

Ⅱ 資本剰余金 2,023,903 9.3 － － －

Ⅲ 利益剰余金 10,846,971 49.8 － － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金 276,663 1.3 － － －

Ⅴ 為替換算調整勘定 101,875 0.4 － － －

Ⅵ 自己株式 △28,359 △0.1 － － －

資本合計 15,206,720 69.8 － － －

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

21,778,138 100.0 － － －

(純資産の部)  

Ⅰ 株主資本  

 資本金 － － 1,985,666  －

 資本剰余金 － － 2,023,903  －

 利益剰余金 － － 12,145,992  －

 自己株式 － － △31,383  －

株主資本合計 － － 16,124,179 70.5 －

Ⅱ 評価・換算差額等  

 その他有価証券評価差額金 － － 232,208  －

 為替換算調整勘定 － － 166,083  －

評価・換算差額等合計 － － 398,292 1.8 －

Ⅲ 少数株主持分 － － 35,197 0.1 －

純資産合計 － － 16,557,668 72.4 －

負債純資産合計 － － 22,863,327 100.0 －
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（２）連結損益計算書 （単位：千円） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

増  減 
（△減少） 

期別 
 

科目 
金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 

 ％ ％ 

Ⅰ 売上高 17,612,915 100.0 19,548,096 100.0 1,935,181

Ⅱ 売上原価 11,116,941 63.1 12,407,245 63.5 1,290,303

売上総利益 6,495,973 36.9 7,140,851 36.5 644,877

Ⅲ 販売費及び一般管理費 4,159,903 23.6 4,247,301 21.7 87,398

営業利益 2,336,070 13.3 2,893,549 14.8 557,479

Ⅳ 営業外収益  

受取利息及び配当金 8,016 33,038  25,021

為替差益 54,114 28,965  △25,149

持分法による投資利益 7,024 －  △7,024

その他 40,935 38,372  △2,563

計 110,092 0.6 100,376 0.5 △9,715

Ⅴ 営業外費用  

支払利息 3,084 887  △2,197

貸倒引当金繰入額 14,671 －  △14,671

持分法による投資損失 － 1,539  1,539

その他 3,680 5,023  1,343

計 21,436 0.1 7,450 0.0 △13,985

経常利益 2,424,725 13.8 2,986,474 15.3 561,749

Ⅵ 特別利益  

固定資産売却益 1,672 283  △1,388

貸倒引当金戻入益 － 2,510  2,510

確定拠出年金移行益 － 40,379  40,379

計 1,672 0.0 43,173 0.2 41,501

Ⅶ 特別損失  

固定資産売却損 1,170 156  △1,013

固定資産除却損 4,515 22,339  17,823

減損損失 34,296 －  △34,296

その他 － 4,998  4,998

計 39,982 0.3 27,494 0.1 △12,488

税金等調整前当期純利益 2,386,415 13.5 3,002,154 15.4 615,738

法人税、住民税及び事業税 1,015,234 5.7 1,328,958 6.8 313,723

法人税等調整額 △94,192 △0.5 △53,209 △0.3 40,982

少数株主利益 8,727 0.0 13,006 0.1 4,278

当期純利益 1,456,645 8.3 1,713,398 8.8 256,753
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（３）連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書  

連結剰余金計算書 （単位：千円） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 
 

 
金   額 

 

（資本剰余金の部） 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 2,023,903 

Ⅱ 資本剰余金期末残高 2,023,903 

  

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 9,738,130 

Ⅱ 利益剰余金増加高 1,456,645 

当期純利益 1,456,645 

Ⅲ 利益剰余金減少高 347,804 

配当金 323,764 

役員賞与 24,040 

Ⅳ 利益剰余金期末残高 10,846,971 
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連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日）               （単位：千円） 

株主資本 

  
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 18 年 3月 31 日残高 1,985,666 2,023,903 10,846,971 △ 28,359 14,828,181

連結会計年度中の変動額  

 剰余金の配当（注）1 △388,451  △388,451

 役員賞与（注）2 △25,925  △25,925

 当期純利益 1,713,398  1,713,398

 自己株式の取得 △3,023 △3,023

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額

（純額） 

 

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,299,021 △3,023 1,295,998

平成 19 年 3月 31 日残高 1,985,666 2,023,903 12,145,992 △ 31,383 16,124,179

 

評価・換算差額等 

  その他有価証

券評価差額金

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

平成 18 年 3月 31 日残高 276,663 101,875 378,539 18,682 15,225,403

連結会計年度中の変動額  

 剰余金の配当（注）1  △388,451

 役員賞与（注）2  △25,925

 当期純利益  1,713,398

 自己株式の取得  △3,023

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額

（純額） 

△ 44,455 64,208 19,753 16,514 36,267

連結会計年度中の変動額合計 △ 44,455 64,208 19,753 16,514 1,332,265

平成 19 年 3月 31 日残高 232,208 166,083 398,292 35,197 16,557,668

 

（注）1 前期決算の利益処分によるもの194,230千円、中間配当194,220千円であります。 

（注）2 前期決算の利益処分によるものであります。 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

期別 
 

科目 
金額 金額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,386,415 3,002,154 

減価償却費 210,688 260,628 

連結調整勘定償却 8,043 － 

のれん償却額 － 8,043 

貸倒引当金の増加額（△減少額） 25,532 △26,630 

賞与引当金の増加額（△減少額） △1,000 30,000 

役員賞与引当金の増加額 － 35,000 

減損損失 34,296 － 

受取利息及び受取配当金 △8,016 △33,038 

支払利息 3,084 887 

売上債権の減少額（△増加額） △883,331 325,269 

たな卸資産の増加額 △523,451 △588,672 

仕入債務の増加額（△減少額） 928,430 △193,459 

その他流動負債の増加額（△減少額） 304,421 △243,951 

役員賞与の支払額 △24,040 △25,925 

その他 48,653                △63,432 

小計 2,509,726 2,486,873 

利息及び配当金の受取額 8,298 33,038 

利息の支払額 △2,927 △945 

法人税等の支払額 △620,598 △1,167,558 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,894,499 1,351,407 

   

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △64,920 △36,750 

定期預金の払戻による収入 300,000 － 

有形固定資産の取得による支出 △219,232 △509,977 

有形固定資産の売却による収入 56,654 1,034 

無形固定資産の取得による支出 △143,653 △125,198 

投資有価証券の取得による支出 △1,445 △1,478 

子会社株式の売却による収入 3,210 － 

長期貸付金の回収による収入 1,970 2,142 

投資活動によるキャッシュ・フロー △67,416 △670,228 

   

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額 △39,675 － 

自己株式の取得による支出 △5,854 △3,023 

配当金の支払額 △323,764 △388,451 

少数株主への配当金の支払額 － △1,408 

財務活動によるキャッシュ・フロー △369,293 △392,883 

   

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 50,268 26,452 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 1,508,057 314,747 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,736,230 7,244,287 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 7,244,287 7,559,035 
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

最近の有価証券報告書（平成１８年６月３０日提出）における記載から重要な変更がないため、開示を省略してお

ります。 

 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 
役員賞与に関する会計基準 

当期より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成 17年 11月 29日）を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ 35,000千円減少しております。 

 

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月9日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月9日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は16,522,471千円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当期末における連結貸借対照表の純資産の部については、改正後の連

結財務諸表規則により作成しております。 

 

 

（７）連結財務諸表に関する注記事項 
（連結貸借対照表関係） 

 

  前連結会計年度 当連結会計年度 

① 有形固定資産の減価償却累計額 2,359,054千円 2,378,000千円 

② 関連会社に対する主な資産 

投資有価証券（株式） 

 

13,338千円 

 

13,611千円 

③ 発行済株式総数（普通株式） 16,199,121株  16,199,121株  

④ 自己株式の数（普通株式）   13,209株  14,533株  

 
 
（連結損益計算書関係） 

 

  前連結会計年度 当連結会計年度 

 販売費及び一般管理費の主要な項目及び金額  

 荷造運搬費 684,243千円 693,171千円 

 製品保証引当金繰入額 176,000千円 128,000千円 

 貸倒引当金繰入額 14,142千円 －千円 

 給与手当・賞与 982,047千円 1,022,748千円 

 賞与引当金繰入額 69,649千円 87,152千円 

 役員賞与引当金繰入額 － 35,000千円 

 退職給付費用 35,635千円 33,245千円 

 減価償却費 119,416千円 129,768千円 

 研究開発費 385,661千円 423,904千円 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項           （単位：株） 

 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

発行済株式     

普通株式 16,199,121 － － 16,199,121

合計 16,199,121 － － 16,199,121

自己株式  

普通株式 13,209 1,324 － 14,533

合計 13,209 1,324 － 14,533

 （変動事由の概要）  単元未満株式の買取による増加 1,324 株 

2. 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

3. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 

1 株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成 18 年 6月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 194,230 12 平成 18 年 3月 31 日 平成 18 年 6月 30 日

平成 18 年 11 月 14 日 

取締役会 
普通株式 194,220 12 平成 18 年 9月 30 日 平成 18 年 12 月 6 日

 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が期末後となるもの 

決議 株式の種類 

配当金の

総額 

(千円) 

配当の原資
1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成 19 年 5月 10 日 

取締役会 
普通株式 194,215 利益剰余金 12 平成 19 年 3月 31 日 平成 19 年 6月 14 日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  前連結会計年度 当連結会計年度 

  現金及び預金  7,244,287千円   7,559,035千円  

  預入期間が３ヶ月を超える定期預金  －千円   －千円  

  現金及び現金同等物  7,244,287千円   7,559,035千円  
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（セグメント情報） 

(1) 事業の種類別セグメント情報 
当社グループの事業内容は、射出成形品取出ロボット及びその周辺機器の開発、製造,販売及びアフターサー

ビスを行う産業機械事業のみであるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

 

(2) 所在地別セグメント情報 
 

前連結会計年度  （自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 
日本 
（千円） 

北米地域
（千円）

アジア地域
（千円） 

欧州地域
（千円）

計（千円） 
消去又は全社

（千円） 
連結 
（千円） 

売上高及び営業損益   

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 13,831,155 2,298,777 1,177,112 305,869 17,612,915 － 17,612,915

(2)セグメント間の内部売上高 2,359,740 121,609 265,151 5,707 2,752,209 (2,752,209) －

計 16,190,896 2,420,386 1,442,264 311,576 20,365,124 (2,752,209) 17,612,915

営業費用 14,195,088 2,285,525 1,247,547 299,369 18,027,531 (2,750,686) 15,276,845

営業利益(又は営業損失) 1,995,807 134,861 194,716 12,207 2,337,592 (1,522) 2,336,070

資産 12,642,709 1,519,662 976,742 111,804 15,250,918 6,527,219 21,778,138

 

 

 

当連結会計年度  （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 
日本 
（千円） 

北米地域
（千円）

アジア地域
（千円）

欧州地域
（千円）

計（千円） 
消去又は全社

（千円） 
連結 
（千円） 

売上高及び営業損益   

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 15,474,910 2,535,801 1,286,679 250,704 19,548,096 － 19,548,096

(2)セグメント間の内部売上高 2,203,726 91,703 305,594 5,303 2,606,328 (2,606,328) －

計 17,678,636 2,627,505 1,592,274 256,008 22,154,424 (2,606,328) 19,548,096

営業費用 15,144,312 2,467,393 1,396,429 242,991 19,251,127 (2,596,580) 16,654,547

営業利益(又は営業損失) 2,534,323 160,111 195,844 13,017 2,903,297 (9,747) 2,893,549

資産 13,235,952 1,362,225 1,123,652 159,377 15,881,207 6,982,120 22,863,327

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北米地域   米国 

アジア地域  韓国、台湾、シンガポール、マレーシア、タイ、中国、香港 

欧州地域   イギリス、スロバキア、オランダ 
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 （３）海外売上高 

 

前連結会計年度  （自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 北米地域 アジア地域 欧州地域 その他の地域  計  

Ⅰ 海外売上高（千円） 3,235,282 4,768,070 725,418 159,973 8,888,745 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － 17,612,915 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合（％） 

18.4 27.1 4.1 0.9 50.5 

 

 

当連結会計年度  （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 北米地域 アジア地域 欧州地域 その他の地域  計  

Ⅰ 海外売上高（千円） 3,576,512 6,113,142 1,166,006 89,662 10,945,323 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － 19,548,096 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合（％） 

18.3 31.3 6.0 0.4 56.0 

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1)北米地域     米国、カナダ 

(2)アジア地域    中国、台湾、韓国、タイ、シンガポール、マレーシア、ベトナム、フィリピン、

インドネシアなど 

(3)欧州地域     ドイツ、オランダ、イギリス、アイルランド、チェコ、オーストリアなど 

(4)その他の地域   南米、オセアニア、中近東など 

３．海外売上高は、当社及び在外連結子会社の本邦以外の国又は地域に対する売上高であります。 

 

（注記の省略） 

リース取引、有価証券、デリバティブ取引、関連当事者との取引、税効果会計、退職給付に関する注記事項につ

いては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

 

（１株当たり情報） 

 

前連結会計年度 当連結会計年度 

 
１株当たり純資産額 937円90銭

１株当たり当期純利益 88円38銭
   

 
１株当たり純資産額 1,020円88銭

１株当たり当期純利益 105円86銭
 

 （注）１．当期及び前期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、各期末において潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

当期純利益（千円） 1,456,645 1,713,398 

普通株主に帰属しない金額（千円） 25,925 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (25,925) (－)

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,430,720 1,713,398 

期中平均株式数（株） 16,187,401 16,185,214 
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（受注及び販売の状況） 

 

(1) 受注の状況 
（単位：千円）

  
製品等の区分 受注高 

増減率 
受注残高 

増減率 

     

取 出 ロ ボ ッ ト 10,495,344 △3.8 1,502,342 △17.4 

ス ト ッ ク 装 置 581,095 △20.3 110,990 △10.5 

特 注 機 4,228,202 30.3 2,810,107 52.1 

付 属 機 器 等 3,705,297 23.2 483,860 8.4 

部品・保守修理サービス 1,209,098 13.6 － － 

合 計 20,219,038 6.7 4,907,300 15.8 

 

 

(2) 販売の状況 
（単位：千円）

当連結会計年度 

（自 平成18年4月１日 至 平成19年3月31日） 製品等の区分 

 増減率 

  

取 出 ロ ボ ッ ト 10,811,951 3.1 

ス ト ッ ク 装 置 594,119 △9.2 

特 注 機 3,265,088 29.4 

付 属 機 器 等 3,667,838 27.0 

部品・保守修理サービス 1,209,098 13.6 

合 計 19,548,096 11.0 
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５．個別財務諸表 

 

（１）貸借対照表 （単位：千円） 

前 事 業 年 度 
（平成18年３月31日現在）

当 事 業 年 度 
（平成19年３月31日現在） 

増  減 
（△減少） 

 期別 
 

 科目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

（資産の部） ％ ％ 

Ⅰ 流動資産  

現金及び預金 6,678,050 6,968,757  290,706

受取手形 2,641,941 1,853,214  △788,727

売掛金 3,860,093 4,088,474  228,381

製品 661,197 573,103  △88,094

原材料 1,205,793 1,120,439  △85,353

仕掛品 777,017 1,632,978  855,960

貯蔵品 1,388 1,505  117

前払費用 29,678 43,223  13,545

繰延税金資産 226,930 230,467  3,536

その他 52,406 89,259  36,852

貸倒引当金 △9,500 △7,000  2,500

流動資産合計 16,124,998 76.8 16,594,423 76.1 469,425

Ⅱ 固定資産  

有形固定資産  

建物 816,463 1,190,362  373,899

構築物 20,934 28,402  7,468

機械及び装置 31,457 49,046  17,589

車両及び運搬具 3,140 2,698  △442

工具器具及び備品 98,698 108,308  9,609

土地 1,965,588 1,965,588  －

建設仮勘定 － 4,947  4,947

有形固定資産合計 2,936,282 14.0 3,349,354 15.3 413,071

無形固定資産  

電話加入権 11,430 11,430  －

施設利用権 21 －  △21

商標権 1,600 1,400  △200

ソフトウェア 266,573 234,375  △32,198

無形固定資産合計 279,625 1.3 247,205 1.1 △32,419

投資その他の資産  

投資有価証券 621,702 549,089  △72,613

関係会社株式 815,089 834,674  19,584

出資金 170 170  －

長期貸付金 1,070 470  △600

従業員長期貸付金 2,845 1,303  △1,542

更生債権等 8,936 1,270  △7,666

長期前払費用 119 215  96

差入保証金 29,392 29,713  321

その他 172,807 212,144  39,337

貸倒引当金 △8,557 △1,095  7,462

投資その他の資産合計 1,643,575 7.9 1,627,956 7.5 △15,618

固定資産合計 4,859,483 23.2 5,224,516 23.9 365,032

資産合計 20,984,481 100.0 21,818,940 100.0 834,458
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 （単位：千円） 

前 事 業 年 度 
（平成18年３月31日現在）

当 事 業 年 度 
（平成19年３月31日現在） 

増  減 
（△減少） 

 期別 
 

 科目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

（負債の部） ％ ％ 
Ⅰ 流動負債  

支払手形 3,359,548 2,832,789  △526,759

買掛金 1,140,058 1,376,699  236,641

未払金 388,065 351,342  △36,723

未払費用 57,483 56,282  △1,201

未払法人税等 588,000 767,000  179,000

前受金 172,918 63,614  △109,304

預り金 36,477 37,693  1,215

賞与引当金 161,000 191,000  30,000

役員賞与引当金 － 35,000  35,000

製品保証引当金 176,000 128,000  △48,000

設備支払手形 9,760 112,659  102,899

その他 32 285  253

流動負債合計 6,089,345 29.0 5,952,366 27.3 △136,978
Ⅱ 固定負債  

繰延税金負債 116,753 8,894  △107,858

役員退職給与引当金 108,478 100,132  △8,345

預り保証金 720 480  △240

固定負債合計 225,951 1.1 109,506 0.5 △116,444

負債合計 6,315,296 30.1 6,061,873 27.8 △253,423

（資本の部）  

Ⅰ 資本金 1,985,666 9.5 － － －

Ⅱ 資本剰余金 2,023,903 9.6 － － －

Ⅲ 利益剰余金  

利益準備金 286,314 －  －

任意積立金 8,808,364 －  －

特別償却準備金 8,364 －  －

配当平均積立金 550,000 －  －

別途積立金 8,250,000 －  －

当期未処分利益 1,316,631 －  －

利益剰余金合計 10,411,310 49.6 － － －
Ⅳ その他有価証券評価差額金 276,663 1.3 － － －

Ⅴ 自己株式 △28,359 △0.1 － － －

資本合計 14,669,184 69.9 － － －

負債及び資本合計 20,984,481 100.0 － － －

(純資産の部)  
Ⅰ 株主資本  

資本金 － － 1,985,666 9.1 －

資本剰余金 － － 2,023,903 9.3 －

利益剰余金  

利益準備金 － 286,314  －

その他利益剰余金  

特別償却準備金 － 1,154  －

配当平均積立金 － 1,000,000  －

別途積立金 － 8,700,000  －

繰越利益剰余金 － 1,559,201  －

利益剰余金合計 － － 11,546,671 52.9 －
自己株式 － － △31,383 △0.2 －

株主資本合計 － － 15,524,857 71.1 －

Ⅱ 評価・換算差額等  
その他有価証券評価差額金 － － 232,208 1.1 －

評価・換算差額等合計 － － 232,208 1.1 －

純資産合計 － － 15,757,066 72.2 －

負債・純資産合計 － － 21,818,940 100.0 －

 



 20

  

（２）損益計算書 （単位：千円） 

前 事 業 年 度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

当 事 業 年 度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

増  減 
（△減少） 

 期別 
 

 科目 
金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 

 ％ ％ 

Ⅰ 売上高 16,190,896 100.0 17,678,636 100.0 1,487,740

Ⅱ 売上原価 10,742,536 66.3 11,573,771 65.5 831,235

売上総利益 5,448,359 33.7 6,104,865 34.5 656,505

Ⅲ 販売費及び一般管理費 3,452,552 21.4 3,570,541 20.2 117,989

営業利益 1,995,807 12.3 2,534,323 14.3 538,516

Ⅳ 営業外収益  

受取利息 5,276 8,564  3,288

有価証券利息 1,930 6,773  4,842

受取配当金 13,163 71,095  57,932

仕入割引 23,328 22,546  △781

為替差益 11,887 10,965  △922

受取賃貸料 4,643 889  △3,754

その他 17,941 17,732  △208

    計 78,172 0.5 138,568 0.8 60,396

Ⅴ 営業外費用  

貸倒引当金繰入額 5,213 3,187  △2,026

売上割引 1,217 1,139  △77

その他 2,361 3,579  1,217

  計 8,792 0.0 7,907 0.0 △885

経常利益 2,065,186 12.8 2,664,985 15.1 599,798

Ⅵ 特別利益  

固定資産売却益 27 －  △27

確定拠出年金移行益 － 40,379  40,379

計 27 0.0 40,379 0.2 40,352

Ⅶ 特別損失  

固定資産売却損 536 107  △428

固定資産除却損 4,515 20,431  15,915

減損損失 34,296 －  △34,296

関係会社株式評価損 － 8,706  8,706

その他 － 1,323  1,323

  計 39,348 0.3 30,568 0.2 △8,779

税引前当期純利益 2,025,866 12.5 2,674,796 15.1 648,930

法人税、住民税及び事業税 912,376 5.6 1,206,817 6.8 294,441

法人税等調整額 △131,192 △0.8 △81,758 △0.5 49,433

当期純利益 1,244,682 7.7 1,549,737 8.8 305,055

前期繰越利益 201,448 －  －

中間配当額 129,499  －  －

当期未処分利益 1,316,631 －  －
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（３）利益処分計算書及び株主資本等変動計算書 

利益処分計算書                    （単位：千円） 

前事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月29日） 

  
 

  
金  額 

Ⅰ 当期未処分利益 1,316,631 

Ⅱ 任意積立金取崩額  

特別償却準備金取崩額 3,604 

合計 1,320,236 

Ⅲ 利益処分額  

配当金 194,230 

役員賞与金 25,925 

（うち監査役賞与金） (2,550) 

任意積立金  

配当平均積立金 450,000 

別途積立金 450,000 

合計 1,120,155 

Ⅳ 次期繰越利益 200,080 
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株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日）                   （単位：千円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金   
資本金 

資本準備金
資本剰余金

合計 
利益準備金

特別償却

準備金 

配当平均

積立金 
別途積立金

平成 18 年 3月 31 日残高 1,985,666 2,023,903 2,023,903 286,314 8,364 550,000 8,250,000

事業年度中の変動額   

特別償却準備金の取崩

(注）1 
 △3,604 

特別償却準備金の取崩 

（当期） 
  △3,604  

配当平均積立金の積立

(注）1 
  450,000

 別途積立金の積立(注）1   450,000

 剰余金の配当(注）2   

 役員賞与(注）1   

 当期純利益   

 自己株式の取得   

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額(純額) 
  

事業年度中の変動額合計 － － － － △7,208 450,000 450,000

平成 19 年 3月 31 日残高 1,985,666 2,023,903 2,023,903 286,314 1,154 1,000,000 8,700,000

  

株主資本 評価・換算差額等 

利益剰余金 

その他利益

剰余金 
  

繰越利益

剰余金 

利益剰余金

合計 

自己株式 株主資本合計

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算

差額等合計

純資産合計

平成 18 年 3月 31 日残高 1,316,631 10,411,310 △28,359 14,392,520 276,663 276,663 14,669,184

事業年度中の変動額   

特別償却準備金の取崩

(注）1 
3,604 － －  －

特別償却準備金の取崩 

（当期） 
3,604 － －  －

配当平均積立金の積立

(注）1 
△450,000 － －  －

 別途積立金の積立(注）1 △450,000 － －  －

 剰余金の配当(注）2 △388,451 △388,451 △388,451  △388,451

 役員賞与(注）1 △25,925 △25,925 △25,925  △25,925

 当期純利益 1,549,737 1,549,737 1,549,737  1,549,737

 自己株式の取得  △3,023 △3,023  △3,023

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額(純額) 
 △44,455 △44,455 △44,455

事業年度中の変動額合計 242,570 1,135,360 △3,023 1,132,336 △44,455 △44,455 1,087,881

平成 19 年 3月 31 日残高 1,559,201 11,546,671 △31,383 15,524,857 232,208 232,208 15,757,066

(注）1 前期決算の利益処分項目であります。 

(注）2 前期決算の利益処分194,230千円と中間配当194,220千円であります。 
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６．その他 

 
役員の異動（平成 19年 6月 28日付） 

 

(1)退任予定監査役 

   社外監査役    茂倉 準一郎 

 

 

 

以 上     


